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水道事業 経営戦略 

 

 水道事業では、10年後の目指す姿「安全・安心な水道用水の安定供給により、快適で 

安全・安心な暮らしに貢献している」を見据え、『安全・安心の徹底』に取り組みます。 

 

第 1  現状と課題  

１ 事業概要 

○ 企業局は、河川水を浄水場で浄化した水を水道事業者（市町）に供給する「水道用

水供給事業」を行っています。 

○ 「西部水道用水供給事業」では、高岡市、射水市、氷見市、小矢部市に対し、和田

川、子撫川及び境川を水源として、日量 250,000m3の水道用水を供給することを計画し

たものです。現在、和田川浄水場では日量 75,000m3、子撫川浄水場では日量 60,000m3

の給水能力を有しており、各受水団体へ給水を行っています。 

○ 「東部水道用水供給事業」では、魚津市、黒部市、入善町、朝日町における将来の

水需要に対処するため、国直轄の宇奈月ダムを水源に日量 54,000m3の水道用水を供給

することを計画したものであり、平成 13年度にダムが完成しましたが、水需要の伸び

悩みから、浄水場等の給水施設の建設を見合わせています。 

 

 

２ 事業の現状 

(1) 施設の概要（西部水道用水供給事業） 

ア  和田川（境川）水源 

境川ダムを水源とし、和田川共同水路や和田川ダムで調整を行った水を和田川浄

水場で浄水し、高岡市及び射水市の配水池まで水道用水を送り届けています。 

     [貯水施設] 境川ダム、和田川ダム、和田川共同水路 7.3km 

[浄 水 場] 和田川浄水場 

・沈殿池５池、急速ろ過池２池、浄水池４池 

[送水管路] 13.1km 

 

イ  子撫川水源 

子撫川ダムを水源とし、子撫川浄水場で浄水し、氷見市、高岡市及び小矢部市の配

水池まで水道用水を送り届けています。 

     [貯水施設] 子撫川ダム 

[浄 水 場] 子撫川浄水場 

・沈殿池２池、急速ろ過池２ユニット、浄水池１池 

[送水管路] 30.9km 

 

(2) 経営状況（令和２～６年度） 

ア 給水量・料金収入、損益収支の推移  

   ○ 計画給水量は、人口減少等を踏まえた将来の水需要を見込んで設定しており、 

緩やかに減少しています。  

○ 水道料金の体系としては、条例本則に基づく単価により料金を算定する「条例

料金制度」と、条例附則に基づき、条例施行前に受水団体が整備した施設に係る
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各年度の資金所要額に基づき料金を算定する「概算・精算料金制度」を併用して

います。 

○ 「条例料金制度」は、人口減少に伴う水需要の変化を反映させつつ、受水団体

の受益に応じた費用負担と事業の安定経営を図るため、令和４年度に、責任数量

制（使用水量に関わらず契約水量に応じて料金を徴収）から二部料金制（基本料

金、従量料金）へ移行しました。 

○ 「概算・精算料金制度」は、予算額に基づき試算した概算料金と、決算額に基

づく精算料金を徴収し、収益と費用を精算するもので、年度ごとの事業量に応じ

て変動します。 

○ 収益面では、二部料金制へ移行した令和４年度以降の収益が減少しましたが、

一定水準を維持しています。 

○ 費用面では、物価高騰や施設更新のための設計業務の増などにより動力費や薬

品費、委託費（いずれもその他）が増加している一方、人件費、減価償却費など

は横ばいか微増、支払利息は企業債の借入額の減などにより減少しています。 

○ 損益収支は、費用の増加や収益の減少により、令和４年度以降の純利益が大き

く減少しているものの、黒字を維持しています。 

 

【過去５年間の損益収支】              （単位：百万円） 

 
 

【過去５年間の損益収支（グラフ）】 
（百万円）            （ｍ3/日） 

   

R2 R3 R4 R5 R6
計画給水量（㎥／日） 106,584 104,063 103,374 102,684 101,715
料金 基本　65 基本　65 基本　65

従量　20 従量　20 従量　20
概算・精算料金 25.24 22.64 22.00 20.06 23.93

1,771 1,669 1,513 1,467 1,549
営業収益 1,665 1,541 1,406 1,362 1,440
その他 106 128 107 105 109

1,382 1,341 1,411 1,381 1,463
人件費 269 272 262 247 287
修繕費 191 151 182 156 127
減価償却費 508 488 503 510 507
支払利息 43 36 29 27 23
その他 371 394 435 441 519

純利益 389 328 102 86 86

収益

費用

条例料金（円／㎥） 6565
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イ 経営の健全性・効率性  

○ 収益性や資産の流動性を示す指標は、基準値を上回り、財務面では良好である

ものの、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を示す「有形固定資

産減価償却費率」や、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を示す「管路経年化

率」が全国平均を上回っていることから、施設の更新が遅れていることが見てと

れます。 

 

○ 主な経営指標（下段カッコ書きは全国平均値） 

  R2 R6 備考 

経常収支比率（％） 128.2 106.2 
基準値 100％以上 

(111.1) (107.6) 

流動比率（％） 434.1 406.7 
基準値 100％以上 

(284.5) (318.9) 

有形固定資産 

減価償却費率（％） 

64.0 67.3 3.3％増 

※R6 値は全国平均値より 6.5％高い (57.5) (60.8) 

管路経年化率（％） 95.9 93.7 2.2％減 

※R6値は全国平均値より 55.5％高い  (30.3) (38.2) 

（各種経営指標は、巻末に記載します。） 

 

 

３ 経営環境の変化と課題 

(1) 水質管理・水供給体制等の強化 

〇 水道用水は、県民生活や産業活動を支える重要な資源であり、平常時のみならず、

災害発生時等にも安定供給が求められます。 

〇 国の水質基準の見直し（PFAS検査項目の増加）に対応した検査機能の強化に取り

組んでいますが、更なる社会的要請等により変遷する水質検査基準へ柔軟に対応し、

確実に基準を達成するための品質管理能力が求められています。 

 

(2) 人口減少等に伴う利用水量の減少への対応 

〇 人口減少や節水意識の向上、節水機器の普及などにより、水需要は減少傾向にあ

ります。 

  [実給水量] H29（前戦略策定時）：年 35,129千㎥ ⇒ R7：年 31,820千㎥（△9.4％） 

〇 安定供給を将来にわたって持続させるため、人口減少に応じた給水量と施設規模、

あるべき料金体系の検討が必要となっています。 

 

(3) 施設の耐震・老朽化への対応 

〇 現在の施設は、昭和 40 年代から 50 年代前半に整備したものが多く、送水管路の

約 98.5％が法定耐用年数（40年）を超過しています。また、送水区間のうち約 16％

が耐震適合性のない区間となっています。 

   このため、施設の耐震・老朽化に計画的に対応するため「管路更新計画（令和元

年度改定）」に基づき、耐震適合性のない区間の管路更新を優先的に実施しています

が、引き続き着実に更新を進める必要があります。 
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(4) 災害リスクへの対応 

〇 自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ、大規模災害時においても浄水・送水設備の

機能が維持できるよう、設備の調査・点検・整備、管路更新を進めるとともに、機

能停止時の迅速な復旧体制づくりを推進する必要があります。 

 

(5) AIなどの先端技術の活用、DXの推進 

〇 AIを活用した管路老朽化度評価などに取り組んでいますが、持続可能な経営を目

指し、一層の業務の効率化・省力化にあたっては、先端技術の活用や DXの推進が不

可欠となっています。 

〇 また、これらの推進には、日常業務から課題を的確に見出し、デジタルで解決す

べきか否かを適切に判断する能力、そしてプロジェクトとして管理・遂行できる組

織体制の構築が求められます。 

 

(6) 脱炭素化の一層の推進 

〇 「富山県カーボンニュートラル戦略」では、「2030 年度において温室効果ガスを

53％削減する」としており、設備の更新時に省エネ設備を導入するなど、脱炭素化

の一層の推進が必要です。 

 

(7) 組織変革と人材の確保・育成 

○ 外部環境が大きく変化するなかで、様々な課題に対応する機動的な組織づくりを

進めるには、人材戦略を再設計し、職員一人ひとりが公営企業の役割と意義を再認

識したうえで、専門性を発揮しながら主体的に業務に取り組める体制を整える必要

があります。 

  また、組織の役割と意義を県民にわかりやすく伝え、理解と信頼が深まるよう、

一層の広報・情報発信の取組みが求められます。 

○ 人材の採用段階では、求める人材像を明確にしたうえで職場の魅力を訴求し、採

用力を高める必要があります。さらに、採用後も職員が主体的に成長できる仕組み

を継続的に整備し、組織の活力を向上させることが求められます。 
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第２ 基本経営目標 

 

１ 10年後の目指す姿 

「安全・安心な水道用水」の安定供給により、「快適で安全・安心な暮らし」に貢献して

いる。 

 

○ 水道は、暮らしに不可欠なものであり、また、その安全性が担保されることは必須

であることから、安心して利用いただける水道用水を安定的に提供することが求めら

れます。 

○ 一方で、今後の人口減少により使用量の減少が見込まれる中、高度成長期に建設し

た設備の老朽化や、自然災害の激甚・頻発化、社会要請に基づく水質検査基準の見直

しへの対応など、水道を取り巻く環境が変化する中で、安全・安心な水道用水を安定

的に供給するための対応やそれに要する費用を確保していくことが必要です。 

 ○ こうした事業の特性や今後の展望を踏まえ、県民の生活に不可欠な「安全・安心な

水道用水」を安定的に供給することで、県民の「快適で安全・安心な暮らし」に貢献

することを目指します。 

 

２ 数値目標  

(1) 水道用水の安定供給達成率：西部水道用水において受水市に安定供給した日数の割合 

   （水源等の渇水対策や受水市へ事前調整を行った断水を除く） 

年度 R7 R12 R17 

達成率 100% 100% 100% 

 

(2) 水道管路の整備延長（射水線 6.7km（令和 10 年代後半完了予定）の整備延長） 

年度 R7 R12 R17 

整備延長 0.0km 3.0km 6.1km 
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第３ 具体的な取組み 

 

１ 安全・安心の徹底 

(1) 水質の確保 

○ 平成 28年度に策定した「水安全計画」に基づき、引き続き良質な水質管理に努め

るほか、社会的要請等により変遷する水質検査基準へ柔軟に対応する品質管理能力

と組織体制の構築に努めます。 

○ 水質異常に迅速に対応できるよう、様々な水質項目を連続的かつ自動で監視・制

御するための水質プロセス計器や自動水質監視装置等によるリアルタイムでの監視

体制の確立に取り組みます。 

 

(2) 安定給水への取り組み（耐震・老朽化への対応） 

〇 全国的に問題となっている管路の老朽化対策として、管路の耐震性や老朽化の状

況を踏まえ策定した「管路更新計画」に基づき、計画的に管路更新を行い、安定供

水を図ります。 

今後は、一部の区間に耐震適合性のない管路がある射水市への水道管路（①和田

川浄水場～日の宮配水池 6.0km、②和田川浄水場～上野配水池 7.1km、計 13.1ｋｍ）

の更新を行います。更新に当たっては、２系統ある管路を集約化し１本とするとと

もに、管径もダウンサイジングすることにより、工事費の圧縮や運営コストの縮減

を図ります。 

○ 施設・管路台帳の一元管理による緊急時の早期復旧など、維持管理の効率化に努

めます。 

〇 老朽化した和田川浄水場のリプレース（全面的更新）等の検討を進めます。 

 

(3) 災害発生時への対応 

〇 漏水事故や浄水場における浄水処理不能等の事故が発生した場合、「災害等対策マ

ニュアル」に基づき、状況に応じ受水団体の給水車への給水を実施するなど受水団

体との連携により県民生活への影響を最小限にとどめるとともに、迅速な復旧に努

めます。また、当該マニュアルは、毎年見直しを行い、実効性の維持に努めます。 

○ 地震、水質悪化、渇水等の非常時の連絡体制、自己水源転換等の緊急時対応につ

いて、相互の連携を定めた受水団体との災害時応援協定の締結の検討を進め、災害

対応力の向上に努めます。 

〇 漏水や災害発生時の早期復旧と事業継続性の確保を図るため、全送水管に対応し

た補修資材を計画的に備蓄するとともに、他県との相互支援体制を整備します。あ

わせて関係団体との連携訓練や研修を継続的に実施し、危機対応力強化とレジリエ

ンス向上を推進します。 

 

２ 持続可能性を高める経営努力 

(1) 経営基盤の強化（収益確保） 

  ○ 将来にわたり、安全で安心な水道用水の安定供給を維持するため、DX の推進と業

務効率化によりコスト削減を進めるともに、人口減少に応じた給水量・施設規模、

適切な料金体系のあり方について関係市とともに検討を進めます。 

〇 東部水道水源の宇奈月ダム（54,000㎥/日）、西部水道水源の境川ダム（115,000㎥

/日）が利用されていないため、暫定的な活用について検討を進めます。 

 



水道 8 

(2) 経営基盤の強化（コスト削減） 

○ 設備の更新や修繕などの実施にあたっては、機能、性能等の調査により保守管理

コストも含めた費用対効果が高い機器等を選定するとともに、可能なものについて

は地元企業による競争入札とするなど、工事費や維持管理費の低減に努めます。ま

た、遠隔監視や予防保全システムを活用して突発修繕や漏水ロスを減らし、コスト

最適化を進めます。 

○ コストと品質を総合的に最適化するため、業務特性に応じ、直営業務の外部委託

化や、コストが増大している業務委託の直営・内製化を柔軟に検討し、最適な業務

体制と委託費の適正化を図ります。 

○ 薬品等の調達にあたっては、品目や調達頻度の見直しにより適正化に努めます。 

○ 資金調達面では、企業債の発行にあたり市場金利を注視し、公的融資や民間融資

など低利の調達手段を広く検討・選定することで、支払利息を抑制します。 

○ デジタル技術を活用した業務効率化を推進し、データ連携や業務プロセスの標準

化・自動化によって作業時間と人為的ミスを削減し、経費節減を図ります。 

 

(3) 先端技術の活用、DX の推進 

  ○ 設計・契約・施工などの工事情報を局内で共有する「事業管理システム」を知事

部局のシステムと統合し、保守・運用経費の削減と業務の効率化に取り組みます。

あわせて、予算管理・経理処理など、関連システムとの統合も検討します。 

○ 施設ごとの仕様や補修履歴等を一元管理できる「施設台帳システム」の構築、管

路の正確な位置情報を持たせた「管路台帳システム」の構築を通し、維持管理の業

務効率化を図ります。 

○ IoT 技術を活用した漏水検知システムの導入等の活用の検討を進めるとともに、

台帳管理等を含む水道施設情報の受水団体との共有化を推進し、災害時の迅速な復

旧、維持管理の効率化およびコスト縮減を図ります。 

○ また、県立大学の技術相談制度を活用するなど AI や IoT 等の最新技術を活用し

て、管路の異常の早期検知や二次被害の防止を図るとともに、土壌の腐食性などの

環境データから劣化度を評価し、更新計画に反映します。 

○ デジタル職を配置し、システム改善やペーパーレス化を推進します。また、知事

部局の DX 推進担当の実施する研修等で DX リテラシーを強化し、職員が業務改善や

課題の洗い出しに主体的に取り組み、組織全体で DXを加速させます。 

 

(4) 脱炭素化への更なる貢献 

○ 水道設備の更新時に、高効率設備やポンプのエネルギー消費を抑制するインバー

ター等をはじめとした省エネ設備を積極的に導入します。 

○ 和田川浄水場で使用する電気について、県営水力発電由来の電力の供給を受ける

とともに、水道用水の落差を活用したマイクロ水力発電の研究を進め、再生可能エ

ネルギーの導入拡大に努めます。 

 

(5) 組織づくり 

○ 組織マネジメントの強化を図ることで、経営戦略の目標を個々の職員に浸透させ、

目標達成に向けた主体的な行動を促します。また、職員が交流や情報交換をしやす

い環境整備に努め、気軽に相談・提案できるオープンでフラットな組織風土を醸成

し、職員のエンゲージメントを高めます。さらに、外部環境の変化に機動的に対応

するため、必要に応じて組織体制を柔軟に見直します。 

○ パンフレットやホームページ等、既存の広報ツールを顧客目線で見直すとともに、
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県民向け説明会や施設見学会などの機会も活用して、地域に貢献する公営企業の役

割や意義を県民にわかりやすく発信します。また、こうした対外的な説明を通じ、

職員が自らの役割と使命を再認識する機会とします。 

○ 人材確保に向け、ターゲットや訴求ポイント（公営企業の仕事の意義や魅力等）

を明確化し、知事部局の広報担当と連携して「公営企業でしか得られない体験価値」

を発信します。また、知事部局の人事担当や人事委員会と連携し、大学・高校等か

らインターン生を積極的に受け入れて職務の魅力を体験してもらい、採用につなげ

ます。 

○ 職員が主体的に専門性を高められるよう、職種ごとのキャリアパスに基づき、OJT

（職場内訓練）や OFF-JT（職場外研修）、eラーニング等を体系的に組み合わせ、職

員のキャリア形成を支援します。 
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第４ 投資・財政計画（収支計画） 

 

１ 事業量 

○ 計画給水量は、今後の人口減少を踏まえた受水４市との取り決めに基づき試算し

ました。また、条例料金の単価は、基本料金（固定費）、従量料金（変動費）とも同

額とし、概算・精算料金の単価は、前年度の額に前年度と当該年度の営業費用（減

価償却費を除く）の増減率を乗じて試算しました。 

 

２ 収益的収支 

 ○ 計画給水量の減に伴う収益の減少や、更新管路の供用開始に伴う減価償却の発生

などによる営業費用の増に伴い、営業利益は令和 10年度には赤字に転じ、以降も赤

字幅は拡大する見込みです。ただし、過去の工事で受け入れた補助金相当分（長期

前受金戻入）を営業外収益として計上することなどから、各年度の純利益は黒字と

なる見込みです。 

 

(1) 営業収益 

○ 給水収益「条例料金分」は、人口減少による給水量の減により、10年間で約 5.3％

の減少が見込まれます（R7：9.1億円 → R17:8.6 億円）。 

また、給水収益「概算・精算料金分」は、計画期間を通じて毎年約６億円の収益

が見込まれます。 

給水収益全体では、約 1.3％の減少となる見込みです。 

 

(2) 営業費用 

○ 物価上昇を織り込んだ試算の結果、営業費用は年々増加し、計画期間中は約 8.3％

上昇し、R17年度には約 15.9億円と見込んでいます（R7見込：14.7 億円）。 

〇 維持管理費：動力費や薬品費、修繕費、委託費は、計画給水量の減に伴い減少が

見込まれるものの、物価上昇により、年々増加し、過去５年平均と比べると、R17

では約 0.8億円増加する見込みです（R3-7平均：4.6億円）。 

○ 減価償却費：これまで更新工事を進めていた管路の供用開始などにより、年々増

加し、R17では約 1.1 億円増加する見込みです（R7見込:5.1億円）。 

 

(3) 営業外収益、営業外費用 

〇 営業外収益は、水質検査受託収入の増や長期前受金等の戻入により、令和９年度

に約 60 百万円増加する見込みです。一方で、金利の上昇による支払利息の増によ

り、営業外費用は 10年間で約 2.5倍の 67百万円となる見込みです。 

 

(4) 特別利益、特別損失 

○ 特段の見込みはありません。 
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３ 資本的収支 

(1) 収入 

○ 令和８年度、９年度は、氷見線と射水線の管路更新工事や大型設備の更新があるこ

とから、その財源として企業債の借入れにより、それぞれ約 8.9億円、10.6億円の収

入となりますが、氷見線の管路更新工事の終了や近年の借入金利の増を踏まえた企業

債借入れの抑制により、令和 10年度以降は７億～８億円となる見通しです。 

 

(2) 支出 

○ 建設改良費：令和８年度、９年度は、氷見線と射水線の管路更新工事や大型設備

の更新により、それぞれ約 14.3億円、16.1 億円の支出となりますが、氷見線の管

路更新工事が終了することから令和 10 年度以降は７億～９億円となる見通しです。 

○ 企業債の償還金：過去に借り入れた企業債の償還期間が到来することから、償還

額は年々増加し、令和 17年度には約 4.9億円を償還する予定としています。（R7見

込：3.1億円） 

 

４ 総資金収支 

○ 令和８年度、９年度については建設改良費（管路更新工事など）が大きいことか

ら、約 2.5～3.5 億円のマイナスとなるものの、氷見線の管路更新工事が終了する

ことから令和 10 年度以降はプラスに転じ、計画期間トータルでも約１億円プラス

となる見通しです。 

 

５ 借入金残高  

○ 内部資金の活用などにより企業債の借入れをできるだけ抑えることとしていま

すが、氷見線に続いて射水線の管路更新工事に着手するなど大型工事が続くことか

ら、借入金残高は R17 年度末には 67 億円と、R7 年度末の 36 億円の約２倍となる

見通しです。 
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投資・財政計画表  ※R7：R8.2 段階の見込値 

 

 

R7 R8 R9 R10 R11 R12
(365日) (365日) (366日) (365日) (365日) (365日)

101,304 100,614 99,924 99,234 98,544 97,854

＜収益的収支（３条収支）＞ （単位：百万円）

営業収益（給水収益） 1,498 1,518 1,471 1,482 1,497 1,472

営業費用 1,472 1,419 1,450 1,495 1,523 1,532

人件費 271 276 279 283 286 290

動力費 71 70 70 70 70 71

薬品費 66 48 48 48 48 48

修繕費 184 164 169 174 179 184

委託費 212 184 186 188 190 192

市町村交付金 61 59 59 56 54 52

減価償却費（B） 514 531 533 548 606 604

固定資産除却損（C） 17 1 10 32 13 16

その他営業費用 76 86 97 96 76 76

営業利益 27 99 22 -13 -26 -60

営業外収益 125 128 185 186 188 189

財務収益 18 19 19 19 19 19

長期前受金等戻入（D） 78 78 134 136 137 139

その他営業外収益 28 31 31 31 31 31

営業外費用 26 30 42 50 63 65

財務費用 21 22 34 41 54 57

その他営業外費用 5 8 8 8 9 9

経常利益 126 197 164 124 99 65

特別利益 0 0 0 0 0 0

特別損失 8 0 0 0 0 0

当期純利益（A） 118 197 164 124 99 65

↓損益計算書ベースの数値を現金ベースに補正

570 652 572 568 580 545

＜資本的収支（４条収支）＞

R7 R8 R9 R10 R11 R12

４条収入 803 890 1,064 743 781 716

企業債等 562 870 1,064 735 764 690

工事負担金 242 20 0 8 17 26

４条支出 1,559 1,786 1,992 1,190 1,251 1,123

建設改良費 1,242 1,428 1,610 841 908 741

企業債等償還金 317 358 382 349 342 382

４条収支（ａ） -755 -895 -928 -447 -470 -408

↓４条収支は現金ベースであるため、そのまま採用

-755 -895 -928 -447 -470 -408

＜資金収支＞

-185 -243 -356 121 110 137

（参考）各年度末資金在高 2,922 2,679 2,324 2,444 2,554 2,691

＜企業債残高＞

R7 R8 R9 R10 R11 R12

3,578 4,054 4,699 5,048 5,430 5,696

区　　　　　　分

残高

R7区　　　　　　分

３条資金収支
（①＝A＋B＋C－D）

区　　　　　　分

４条資金収支
（②＝ａ）

総資金収支
（①＋②）

R8 R9 R10 R11 R12

一日あたりの計画給水量(㎥/日)

区　　　　　　分
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R13 R14 R15 R16 R17
(366日) (365日) (365日) (365日) (366日)

97,164 96,474 95,784 95,094 94,404

＜収益的収支（３条収支）＞ （単位：百万円）

営業収益（給水収益） 1,476 1,470 1,471 1,473 1,478

営業費用 1,531 1,546 1,560 1,581 1,594

人件費 293 296 299 302 304

動力費 71 71 71 71 71

薬品費 48 48 48 49 49

修繕費 189 194 200 205 211

委託費 194 196 198 200 202

市町村交付金 50 49 47 45 43

減価償却費（B） 601 606 610 619 625

固定資産除却損（C） 9 9 11 13 11

その他営業費用 77 77 77 77 78

営業利益 -55 -75 -88 -107 -116

営業外収益 191 192 194 196 198

財務収益 19 19 19 19 19

長期前受金等戻入（D） 141 142 144 145 147

その他営業外収益 31 31 31 31 31

営業外費用 66 65 65 65 67

財務費用 57 56 56 56 58

その他営業外費用 9 9 9 9 9

経常利益 70 52 41 24 15

特別利益 0 0 0 0 0

特別損失 0 0 0 0 0

当期純利益（A） 70 52 41 24 15

↓損益計算書ベースの数値を現金ベースに補正

540 526 518 510 504

＜資本的収支（４条収支）＞

R13 R14 R15 R16 R17

４条収入 737 779 825 818 827

企業債等 692 714 740 713 703

工事負担金 45 65 85 105 124

４条支出 1,173 1,252 1,298 1,268 1,261

建設改良費 740 780 853 794 764

企業債等償還金 433 472 444 474 496

４条収支（ａ） -436 -472 -473 -451 -434

↓４条収支は現金ベースであるため、そのまま採用

-436 -472 -473 -451 -434

＜資金収支＞

104 54 45 59 70

（参考）各年度末資金在高 2,795 2,849 2,894 2,953 3,023

＜企業債残高＞

R13 R14 R15 R16 R17

5,913 6,112 6,362 6,555 6,715

区　　　　　　分

残高

R14 R15 R16 R17区　　　　　　分

３条資金収支
（①＝A＋B＋C－D）

区　　　　　　分

４条資金収支
（②＝ａ）

総資金収支
（①＋②）

R13

一日あたりの計画給水量(㎥/日)

区　　　　　　分
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【参考資料 編】 

 

１ 沿革  

○ 県営水道用水供給事業は、昭和 37年に認可され、昭和 43年から、高岡市、旧新湊

市及び旧小杉町に水道用水を供給した和田川水道用水供給事業に始まります。 

○ その後、県西部の水需要に対応するため、給水量や給水区域を拡大し、現在は、西

部水道用水供給事業として、和田川浄水場及び子撫川浄水場から高岡市、射水市、氷

見市及び小矢部市に水道用水を供給しています。 

○ なお、県東部において、平成 11 年に東部水道用水供給事業が認可を受けましたが、

水需要が伸び悩んでいることから、浄水場等の給水施設の建設を見合わせています。

このほか、昭和 49年に熊野川水道用水供給事業の認可を受けましたが、その後、事業

を見直し、平成 27年度末に廃止しました。 

 

(1) 事業の概要 （西部水道用水供給事業 令和８年４月１日現在） 

  
※和田川浄水場の水源は境川ダムで、和田川ダムでは水量調整を行っています。 

 

【令和７年度水道用水供給実績】                  （単位：㎥） 

   高岡市 射水市 氷見市 小部市 合計 

計画給水量 18,801,030 10,939,780 5,531,570 1,700,510 36,972,890 

送水実績 14,919,225 10,327,429 4,855,125 1,718,095 31,819,874 

 

【過去５年間の給水量及び料金収入】 ※契約水量は平均値 
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(2) 事業の規模    

ア 配水能力 

事業規模を全国の府県営水道用水供給事業者と比較すると、20府県中、配水能力

は 17位です。 

 

【全国(府県営)の水道用水供給事業者との比較】(令和６年度)  

区  分 富山県 （順位） 全国平均 

現在配水能力（m3/日） 136,000（17） 612,134 

配水量（m3/日） 81,940（16） 428,423 

現在給水人口（人） 291,781（17） 1,439,995 

（出典：地方公営企業年鑑(令和６年度）) 

 

イ 給水量 

富山県における年間実給水量（各市町上水道の計）のうち、企業局が給水してい

る量は約３割を占めています。 

（単位：百万㎥） 

区  分 R4 R5 R6 

富山県における年間実給水量 109 108 107 

企業局の年間実給水量 33 32 30 

（出典：地方公営企業年鑑(令和６年度）) 

 

ウ 工事費の推移（過去５年間）  (税込・単位：百万円) 

 
【参考：近年の大規模工事】 

R４  和田川浄水場 上水高速沈殿池機械設備修繕工事 

R５～ 西部水道用水供給事業送水本線上野工区管路移設 

 

２ 契約水量と料金の沿革 

（1）現行の料金体系となった経緯   

  ○ 西部水道用水供給事業の料金は、子撫川浄水場の給水開始時（昭和 54年４月）に

設定された条例料金と、和田川浄水場からの給水開始当初（昭和 43年７月）からの

概算・精算料金（条例の附則による経過措置）からなります。 

○ 概算・精算料金は、昭和 43年当時、給水開始時の水量が少なく、経営状況が厳し

くなると想定されたため、和田川浄水場から受水団体の配水池までの送水管等を受

水団体が布設（現射水市への送水管の一部は県が布設）し、企業債元利償還金や管

理費等を、受水団体が契約水量の割合により単年度で毎年負担することとなったも
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のです。 

 

（2）契約水量と料金の推移   

  【責任水量制（～令和３年度）】   

  ○ 県と受水団体が水道用水受給協定を締結し、料金は、契約水量（基本水量）に

料金単価を乗じて算定する責任水量制を採ってきました。 

○ 契約水量については、子撫川浄水場の給水開始当時の計画に基づき、昭和 54

年度の 81,500 ㎥/日から平成 10 年度の 115,750 ㎥/日まで段階的に増加しまし

た。その後、受水団体の水需要が伸び悩んだことから、19年度までは水量を据え

置き、20年度以降段階的に減少し、令和３年度の水量は 104,064㎥/日となりま

した（契約水量には概算・精算料金分を含む。）。 

○ 料金単価は、昭和 54年度には１㎥当たり 40円でしたが、損益会計の赤字が続

き、累積欠損金を生じたため順次引き上げを行いましたが、その後、累積欠損金

の解消に伴って平成 13 年度から 15 年度までの１㎥当たり 95 円をピークに、16

年度から５回にわたって引き下げを行い、26年度から令和３年度までの単価は、

１㎥当たり 65円でした（料金には消費税は含みません。）。 

 
 ※ 契約水量には概算・精算料金分を含む。超過料金は、料金の２倍の金額 

 

【二部料金制（令和４年度～）】 

 ○ 西部水道用水供給事業の条例料金制度については、今後も人口減少等に伴い水

需要が減少していく見込みであることなどから、受水団体とも協議の上、令和４

年度からは、今後の水需要の変化に柔軟に対応し、かつ、受水団体と企業局の安

定経営に資するよう、「基本料金」と「従量料金」からなる二部料金制へ移行しま

した。 

○ なお、料金単価は、基本料金（使用水量の変動に関わらず一定額を負担）を１

㎥当たり 60 円、従量料金（使用水量に応じて負担）を１㎥当たり 20 円としてお

ります（料金には消費税は含みません。）。 

 
 

年度 H16～ H18～ H20～ H23～ H26～ H30～ R３ 

契約水量(㎥/日) 115,750 115,750 113,560 110,885 109,868 106,876 104,064 

料金単価(円/㎥) 90 85 75 70 65 65 65 

 

年度 R4 R5 R6 R7 R8 

契約水量(㎥/日) 103,374 102,684 101,994 101,304 100,614 

料金単価(円/㎥) 基本60 

従量20       

基本60 

従量20 

基本60 

従量20 

基本60 

従量20 

基本60 

従量20 
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３ 経営状況等(令和２～６年度)   

ア 財務状況 

水道事業貸借対照表（令和７年３月 31 日現在） 

 
 

貸借対照表の推移 

 
 

（単位：千円）

借　　　　　方 貸　　　　　方

固 定 資 産 21,630,201 固 定 負 債 5,328,687

１ 水 道 事 業 固 定 資 産 11,500,026 １ 企 業 債 3,066,156

事 業 設 備 34,650,603 ２ 他 会 計 借 入 金 1,313,694

減 価 償 却 累 計 額 △ 23,180,864 ３ 引 当 金 948,836

業 務 設 備 73,946 退 職 給 付 引 当 金 212,243

減 価 償 却 累 計 額 △ 43,660 修 繕 引 当 金 736,593

２ 固 定 資 産 仮 勘 定 10,123,525 流 動 負 債 856,247

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 6,650 １ 企 業 債 296,592

２ 他 会 計 借 入 金

２ 未 払 金 385,387

流 動 資 産 3,482,000 ３ 未 払 費 用 149,531

１ 現 金 預 金 3,226,392 ４ 預 り 金 251

２ 未 収 金 126,386 ５ 引 当 金 24,486

３ 諸 未 収 入 金 94,901 賞 与 引 当 金 20,718

４ 貯 蔵 品 5,907 法 定 厚 生 費 引 当 金 3,768

５ 前 払 費 用 250 繰 延 収 益 2,617,323

６ 前 払 金 28,164 長 期 前 受 金 5,244,571

収 益 化 累 計 額 △ 2,627,248

資　本　金 10,978,973

１ 固 有 資 本 金 540

２ 出 資 金 7,512,817

３ 組 入 資 本 金 3,465,617

剰　余　金 5,330,970

１ 資 本 剰 余 金 2,745,112

国 庫 補 助 金 2,743,630

他 会 計 補 助 金 1,482

２ 利 益 剰 余 金 2,585,858

建 設 改 良 積 立 金 2,334,000

当 年 度 未 処 分利 益剰 余金 251,858

資 産 合 計 25,112,200 負債資本合計 25,112,200
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イ 各種経営指標   

① 経常収支比率  

100%を超えており、事業の収益力は良好な状態で安定しています。 

 
 

② 累積欠損金比率 

過去に「熊野川水道用水供給事業」を廃止したことに伴い、欠損金が発生しました

が（平成 27年度）、資本剰余金を元手に欠損金を解消しました。これ以降、欠損金は

発生しておらず、経営の健全性は確保されています。 

 
 

③ 流動比率 

 過去５年において 100％を超えており、短期的な支払能力は確保されています。 
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④ 自己資本構成比率 

全国平均値を下回っていますが、一定の水準を維持しています。 

 
 

⑤ 企業債残高対給水収益比率 

二部料金制への移行に伴い、分母である給水収益が減少したことにより、令和４年

度より全国平均値を上回っています。金利上昇局面であることからも、今後、企業債

の借入れは一層慎重に検討する必要があります。 

 
 

⑥ 料金回収率 

令和４年度より全国平均値を下回っていますが、100％以上の水準を維持しています。 
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⑦ 給水原価 ※給水量１㎥あたりの費用 

給水原価は全国平均を大きく下回っています。原価内訳のいずれの項目でも全国

平均値を下回っていますが、人件費や減価償却費など固定費の占める割合が高い

状況にあります。 

  

     
 

【給水原価の全国平均】(令和６年度) 

 
 

⑧ 施設利用率 

全国平均値を上回り、経年比較においても 65%前後であり、適正な規模となって

います。 

    
  

区　分
富山県

（円／㎥）
割合

（％）
全国平均

（円／㎥）
割合

（％）

人件費 9.56 20.7% 9.39 12.1%

修繕費 4.25 9.2% 11.77 15.1%

減価償却費 14.35 31.1% 17.31 22.3%

支払利息 0.77 1.7% 2.97 3.8%

委託費 7.08 15.3% 12.72 16.4%

その他 10.16 20.8% 23.59 30.3%

計 46.17 100.0% 77.75 100.0%

【令和６年度給水原価内訳】 
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⑨ 有形固定資産減価償却率 

全国平均値を継続的に上回り、かつ数値が毎年上昇しており、施設の更新の遅れ

が課題となっています。 

 
 

⑩ 管路経年化率 

全国平均値を上回る高い水準で推移しており、施設の老朽化が課題となっています。 

   
 

(3) 組織及び人員 

水道事業における職員の配置状況は次のとおりです。（令和８年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事務職 電気職 土木職 水質職 現業職 所属計 

経 営 管 理 課  2 1 0 0 0 3 

水 道 課 3 4 2 1 0 10 

本 局 計 5 5 2 1 0 13 

和田川水道管理所 0 10 0 8 1 19 

出 先 機 関 計  0 10 0 8 1 19 

職 種 別 計  5 15 2 9 1 32 


